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感染拡大防止対策



福島県新型コロナウイルス感染拡大防止対策の概要
１.区域

福島県全域

２. 期間
令和2年5月15日(金)から令和2年5月31日(日)まで

３. 実施内容
（１）「新しい生活様式」の定着等に向けた協力要請
ア 日々の暮らしの感染対策

「３密」の回避（密集、密接、密閉）やマスクの着用、
手洗いなどの手指衛生、人と人との距離の確保などの徹底

イ 職場における感染対策
時差出勤や在宅勤務(テレワーク)、テレビ会議などの取組を推進

ウ 移動に関する感染対策
不要・不急の都道府県をまたいだ往来は極力控え、特に特定警戒

都道府県との往来を自粛
これまでにクラスターが発生しているような施設や、「３つの

密」のある場への外出自粛 １



（２）施設に対する協力要請
ア 施設の使用制限のうち、学校（大学等を除く）については、５
月２４日に解除（５月２５日から段階的に再開）。

イ これまで施設の使用制限の協力要請をしていた施設管理者に対
し、事業再開後における感染防止対策の徹底を要請。
また、緊急事態措置において、基本的に休止を要請しないこと

としていた施設についても、引き続き感染防止対策の徹底に向け
た協力を要請。

（３）イベント等の開催自粛の協力要請
ア 全国的かつ大規模なイベント等（一定規模以上のもの）の開催
については、感染リスクへの対応が整わない場合は、中止または
延期とするよう、慎重な対応を要請。

イ その他のイベント等については、適切な感染防止対策を講じた
上での実施を依頼。

２



ア 日々の暮らしの感染対策
・「換気の悪い密閉空間」、「大勢いる密集場所」、「間近で会話する密接場面」
の「３つの密」を徹底的に回避

・マスクの着用
・手洗いなどの手指衛生
・人と人との距離の確保（できるだけ２ｍ、最低１ｍ） など

イ 職場における感染対策
・時差出勤や自転車通勤による人との接触を低減する取組
・在宅勤務（テレワーク）やローテーション勤務、テレビ会議の取組を推進 など

ウ 移動に関する感染対策
・不要・不急の都道府県をまたいだ往来は極力控え、特に特定警戒都道府県との往
来を自粛

・これまでにクラスターが発生しているような施設や「３つの密」のある場への外
出自粛

３

（１）「新しい生活様式」の定着等に向けた協力要請
（特措法第24条第9項）

※「新しい生活様式」については、別紙「新しい生活様式の実践例」を参考にしてく
ださい。

【不要・不急の移動・往来（例）】
○ 不要・不急の帰省や旅行
【クラスターが発生しているような場や「３つの密」のある場（例）】
○ キャバレー、ナイトクラブ等の接待を伴う飲食店、バー、ライブハウス、スポーツジム、スポーツ教室等の
屋内運動施設、カラオケなど



４



５



６

（２） 施設に対する協力要請（特措法第24条第9項）

施設の種類 内訳 要請内容

遊興施設

キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、バー、ヌードスタジ
オ、のぞき部屋、ストリップ劇場、個室ビデオ店、ネットカフェ、
漫画喫茶、カラオケボックス、射的場、勝馬投票券発売所、場外
車券売場、ライブハウス等

感染防止対策の徹底を要請
（特措法第２４条第９項）

＜感染防止対策の例＞
「入場者の適切な制限や誘
導」、「手指の消毒設備の
設置」、「マスクの着用等
の要請」、「『３つの密』
を徹底的に避けること」、
「室内の換気や人と人との
距離を適切にとること」
など

※詳細は別紙「特措法第２
４条第９項に基づく施設の
使用制限の緩和（事業再
開）に当たっての感染防止
対策の例」等を参考にして
ください。

運動施設・
遊技施設

体育館、水泳場、ボウリング場、スポーツクラブなどの運動施設、
マージャン店、パチンコ店、ゲームセンターなどの遊技場 等

劇場等 劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会・展示施設 集会場、公会堂、展示場

大学・学習塾等
大学、専修学校、各種学校などの教育施設、自動車教習所、学習
塾 等

博物館等 博物館、美術館、図書館

ホテル又は旅館 ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）

商業施設
生活必需物資の小売関係等以外の店舗、
生活必需サービス以外のサービス業を営む店舗

※緊急事態措置において、基本的に休止を要請しないこととしていた施設についても、引き続き感染防止対策の徹底に向けた協
力を要請。

ア 施設の使用制限のうち、学校（大学等を除く）については、５月２４日に解除
（５月２５日から段階的に再開）。

イ これまで施設の使用制限の協力要請をしていた施設管理者に対し、事業再開後に
おける感染防止対策の徹底を要請。



（３） イベント等の開催自粛の協力要請（特措法第24条第9項）

ア 全国的かつ大規模なイベント等（一定規模以上のもの）の開催については、感染リ
スクへの対応が整わない場合は、中止または延期とするよう、慎重な対応を要請。

イ その他のイベント等については、適切な感染防止対策を講じた上での実施を依頼。

７

【イベント等の開催可否の判断】
○屋内であれば100人以下、かつ収容定員の半分以下の参加人数にすること
○ 屋外であれば200人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できること（できるだけ２ｍ）

【その他のイベント等を開催するための条件】
① 適切な感染防止対策（入退場時の制限や誘導、待合場所等における密集の回避、手指の消毒、マスクの着用、
室内の換気等）が講じられること

② イベント等の前後や休憩時間などの交流の場で感染拡大のリスクを高める可能性があることを踏まえ、イベント等
の主催者等はこうした交流等を極力控えること

③ 上記の人数に満たないイベント等であっても、密閉された空間において大声での発声、歌唱や応援、または近接し
た距離での会話等が想定されるイベント等に関しては、上記の人数や収容率の目安に関わらず、開催にあたって
より慎重に検討すること


